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1　はじめに

　わが国では、近年、入札談合に関する規制強化の気運が高まりつつあるも

のの公共入札に絡む談合事件が相変わらず跡を絶たない。入札業者間で談合

することにより、落札予定者や落札価格を決めたり、あるいは入札当局があ

る特定の業者と談合して、入札前に予定価格や設計価格をその業者に漏らし
たりするケー・一・スが依然として多い。実際、公正取引委員会（2001）の年次報告

書によると、平成12年度において公取委が審査した入札談合事件は14件あ
り、審査行為累計別では入札談合が最も多くなっている。このようなことか

ら、入札談合を防止する政策を早期に実施することは今後わが国において競

争政策をより一層推進するにうえで、極めて重要で課題であるといえよう。こ

のような認識に立ち、本稿では、談合問題の中でもとくに公共入札における

入札当局と特定の業者との談合に焦点を当てながら、談合防止政策の有効性

について理論的に考察していく。入札談合を経済理論的な観点から分析した

文献の中で、業者間の談合に関するものとしては、Robinson（1985），　Graham

and　Marshall　（1987），　McAfee　and　McMillan　（1992），　Miura　（1999），　Miura

（2001）が、また入札当局と業者の間の談合問題を取り上げたものに、L・affo・nt

and　Tirole（1993）1，金本（1991），（1993），（1994），細江（1994）がある。

　Laffont　and　Tirole（1993），細江（1994）は、公共入札において入札当局と

企業が談合（官製談合）するケースを1人のプリンシパル（議会）と2人の
エージェント（入札当局と企業）の三層構造から成るエージェンシーモデル

により、詳細に論じている。とくにLaffont　and　Tirole（1993）は入札当局が

プリンシパルには知り得ない公共プロジェクトの品質情報を操作することに

より、企業と談合するケースについて詳細な分析を試みている。彼等の主要

な貢献は、インセンティブ・メカニズムの枠組みで談合防止契約を導出した

点に求められる。ただ、談合防止契約の社会厚生的意味づけに関する分析は

不十分であり、社会的観点から談合防止契約がどのように評価できるかにつ

いては検討すべき余地を残している。本稿の目的は、彼等が導出した談合防

止契約の規範的性質を明らかにすることで、談合防止政策の有効性に関する

理解を深める点にある。

　本稿の；構成は以下の通りである。2節では、Laffont　and　Tirole（1993）の

公共入札モデルが定式化され、入札当局が事前に入札企業の効率性について

　1第14章を参照せよ。以後、本稿におけるLaffont　and　Tirole（1993）のからの引用はすべ

て同章に基づくものであることを付記しておく。
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完全情報を得ているケースが検討される。3節以降では、入札企業の効率性に

ついて自企業はそれを正確に知っているが他企業、入札当局およびプリンシ

パルは知らないという情報の非対称性が仮定される。まず、3節において入札

当局が事前に知り得る企業の公共プロジェクトに対する品質情報をプリンシ

パルへ正直に伝えるケースが分析される。4節からは、入札当局と企業が談合
するケv一一一・一スが議論される。4節では品質が（立証不可能な）ソフト情報である

ケv一一一一スが、5節と6節では品質が（立証可能な）ハード情報で入札当局が一方

の企業としか談合する可能性がないケースと双方の企業と談合する可能性が

あるケースがそれぞれ検討される。続く7節では談合を許容する入札契約を

考え、それを社会的観点から6節で導出された談合防止契約と比較する。最

後の8節では、本稿の主要な結論を要約し、今後の課題について言及する。

2　入札モデル

　政府は、ある公共プロジェクトを入札によって、民間企業に請け負わせる

ものとする。単純化のため、この入札に参加を予定している企業は2社であ

るとする。これらの企業を企業1，企業2と呼ぶことにする。企業i（i＝1，2）

が、このプロジェクトを受注したときの費用が

　　　　　　　Ci一一・一，Bi－ei，　i　（i＝1，2）

で表されるものとする。ここでβiは、費用削減の努力をしないときの費用（以
下では6iを効率性パラメV・一・一・一系と呼ぶ）を、　eiは努力により削減可能な費用を表

している。両企業の効率性パラメータは、β＜βである2点分布｛β，β｝に従っ

ており、そのことは、プリンシパル、入札当局および双方の企業にとって共有
知識であるとする。さらに、βゴが効率的（βi＝β）となる確率をy（0≦u≦1）

とする。企業iの効用関数を

　　　　　　　び＝ti　一　zb（の，　　　　（i＝1，2）　　　（1）

で表す。ここでtiは入札当局から企業iに対し生産費用以外に支払われる純
トランスファー（したがって、実際の支払額はti　＋　ciになる）を、ψ（ei）は企

業ih｝“　eiの費用削減の努力をするとき、それに付随して発生する不効用（そ

の値は貨幣で評価されている）をそれぞれ表す。なお、不効用関数は、次の
条件を満たすものとする。

　　　　　　　　　ψ（0）＝0，ψノ＞0，ψ”＞0，ψ’”≧0

公共プロジェクトの品質（社会的便益）はSかあるいはSのいずれかの値を
とり、否＞Sであるとする。企業6が施工したときの公共プロジェクトの社
会的便益をsiとする。プリンシパルは入札前の段階では、受注企業がどち

らの社会的便益をもたらすかを把握しておらず、S1＝否，S2＝旦あるいは
S1＝・　E，S2＝3がそれぞれ告の確率で実現すると予想しているものとする。

これに対し、入札当局は、入札前に次のような三つの状態

a＝1　o　S’　＝＝　3，　S2＝E，

　　　　　一　160　一
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　　　　　　　　　　σ＝2　⇔　sl＝旦，　S2＝蓄『，

　　　　　　　　　　a＝o　o　O．

のうち、いずれかの状態にあるとする。σ＝1，2では、入札当局は企業がどち

らの品質のプロジェクトを実現するかを把握しており、σ＝0では、入札当局

は何も学んでいないことを意味する。なお、プリンシパルは入札当局の品質

取得状況をξ＝・Prob（σ＝1）＝Prob（σ＝2）≦圭で予想しているものとす

る。さて、入札当局は、プリンシパルに品質情報を提供する見返りとしてプ

リンシパルから所得8を受け取り、効用V（8）＝8－8＊（8≧s＊）を得ると仮

定する。ここで8＊は、入札当局の留保所得を表す。以下では、公共プロジェ

クトから生じる社会厚生を消費者余剰、入札当局の効用および落札企業の効

用の総和で定義しよう。企業iが落札したときの社会厚生をW（i）で表すこと

にすると

　　　　　　卿）＝5L（1＋λ）（び＋ti＋・）＋び＋（・一8＊）　　（2）

ここで、λはプリンシパルから入札当局や企業に対し1円の所得移転を行う
ときにかかる（社会）コストを表している。（1）式より（2）式は

　　肺）＝5L（1＋λ）（び＋ψ（ei））一λ（び＋（s－8＊））一（1＋λ）8＊（3）

と書き換えられる。

2．1　完全情報のケース

　ここでは、プリンシパルに対し、入札当局が事前に入手している情報はす

べて正直に報告するという意味で入札当局は良心的（benevolent）であると仮

定する。さらに、入札当局は、プロジェクトの品質情報σに加え、効率性パラ

メータβをも入札前に知っているものし、落札企業の事後的な生産費用も観察

可能であるとしよう。この場合、入札当局は落札企業の努力水準も把握できる

ので、本来、企業が決めるべき努力水準は入札当局の規制下に服することにな
り、事実上、プリンシパルが努力水準を決めるものとみなしてよい。x＄（β1，β2）

を、プロジェクトの品質情報がσであり、さらに、企業1，2の効率性パラメー

タがそれぞれβ1，β2であるとき、企業iの落札確率を表すものとしよう。以
下では、プリンシパルにとって最適となるx＄（β1，β2）を求める。その際、入

札当局や両企業へのトランスファ・一一・は（3）式から出来るだけ少ない方がプリン

シパルにとって望ましいので、最適な状態では、8＝s＊，び＝ti一ψ（の＝0

が成り立つ。最適解はつぎの二つのケースに場合分けして求められる。

　（ケース1）　△S≦（1＋λ）△β　（ただし、△S＝SL　E，β＝β一β）

ケース1の下で、まず、情報構造（σ，β1，β2）が（1，β，β）であるときの最適な

企業1の落札確率x｝（万，β）を求めよう。プリンシパルが企業1に落札させる

ものとすれば、その場合の社会厚生は

　　　　　　17V（1）＝3；一（1＋A）（B－e’＋3b（e’））一（1＋A）s＊　（4）

　　　　　　　　　　　　　　　一　161　一
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となり、逆に企業2に落札させると

　　　　　　12V　（2）　＝　，S　一　（1　＋　A）（5　一　e2　＋　3b　（e2））　一　（1　＋　A）　s＊　（5）

となる。ここで、努力水準♂は、社会厚生を最大にするように求められるので、

　　　　　　　　　　min（1＋λ）（βi　一　・i＋ψ（の）

　　　　　　　　　　　et
の解となり、ψノ（ei）＝1を満たす。この条件を満たすeiを♂と置く。この

とき、（4），（5）式の大小を比較すると、ケv・一一一ス1か条件よりW（1）≦W（2）が

成り立つ。よって、企業2に落札させることが社会厚生を最大にするので、
x｝（β，β）＝0となる。同様な方法で、各情報構造における企業1の落札確率を

求めると以下のようになる。

　　　　　　xl（5，B）　＝＝　i，　xl（B，5）＝　O，　xl（5，5）　＝＝　xl（B，B）　一　i，

　　　　　　x5（5，B）　＝＝i，　x　5（iB，6）一〇，　x　5（5，6）＝x5（B，　B）　＝o，

　　　　　　x5（s，iB）＝　i，　x　6（B，6）＝07

　　　　　　轍β，β）∈［0，1］，姑（万，万）∈［0，1］

以上より、ケース1の条件は、社会厚生上、品質格差△Sよりも企業間の効

率性格差△βの方が重要になることを意味するのである。さて、ケース1に

おいてプリンシパルが入札当局から企業の効率性や品質に関する情報を入手

する前の時点での期待社会厚生（この値をw押で表す）を計算すると

　　　岬一2ξ（S－u（1一〃）△S）＋（1一・2ξ）（5吉旦）

　　　　　　　　一　（1　＋　A）（6　一　e’　＋　zb（e’）　＋　s’）　一　（1　一　u）2（1　＋　A）A5

となる。

　（ケース2）△S＞（1＋λ）△β

ケース1とは逆に、ケv一一一・ス2では、社会厚生上、企業間の品質格差の方が効

率性格差よりも重要な意味をもつ。このケースにおいて、各情報構造の下で

の企業1の落札確率は以下のように求められる。

　　　　　　　　xl（5，）［ii）　一　xl（B，　5）　＝　xl（5，5）　＝　xl（B，　B）　一　i，

　　　　　　　　x豊（6，5）＝・x杢（7ヲ’，β）＝x｝（β，β）＝x豊（万，万）＝0，

　　　　　　　　x6（6，B）　：i，　x6（B，5）一〇，

　　　　　　　　x6（，B，，B）E　［o，i］，　x6（i［ii，　iU）　E　［o，　i］

このケースにおける期待社会厚生をW劉で表すと、

呼一2ξ3＋（・一2ξ）（5吉旦）一（・＋λ）［9－e＊＋ψ（e＊）＋s＊］

　　　　　　　一（1＋λ）［2ξY（1一の＋（1一〃）2］△β

と求められる。
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3　入札当局が良心的なケースの最適入札

　本節では、前節と同様、入札当局が良心的である仮定は踏襲するが、入札
当局は入札前の段階では、企業の効率性パラメ・・一一・・タに関して完全な情報を入

手しておらず、βゼの値は企業iだけの私的情報であるケースを考察する。な

お、落札後の実際の費用については、入札当局によって観察可能であると仮

定する。入札当局は良心的なので、公共プロジェクトの品質情報に関しては

プリンシパルへ正しい情報伝達がなされる。以下では各σに対して、プリン

シパルは入札契約をデザインする問題を考えよう。以上の前提のもとでは、顕

示原理が適用でき、企業がその私的情報を正しく報告するケV一一一d一スに限定して

入札契約をデザインすればよい。いま、効率性パラメv一一一・・タの値として企業1

がβ1を企業2がβ2をそれぞれ入札当局に報告したとする。このとき、各σ
に対して、嬉（β1，β2）を企業iへのトランスファー、C3（β1，β2）を企業iに落

札させたときの目標費凧xS（β1，β2）を企業iの落札確率として、入札契約を
｛t｝　（β1，β2），OJ（β1，β2），　X｝　（βi，β2），　t3（β1，β2），03（β1，β2），嬉（β1，β2）｝で

表すことにして、プリンシパルにとって最適な入札契約を求めていこう。ま

ず、企業1の効率性パラメータがβであるときの誘因両立性条件は

Eβ・tみ（E，β2）一Eβ・嬬（9，β2）ψ（互一　C3（E，β2））　　　　匹、）

　　　　　　一〉　Ep2t｝　（B，　52）　一　Ep2x｝　（B，　52）th（g　一　C3　（B，　62））

となる。ここで、Eβ、は下添え字β2を確率変数とする期待値を意味する。例

えば・Eβ2　t｝（互，β2）＝〃t｝（互，E）＋（1－u）t｝（互，β）である・同様に、企業2の

効率性パラメータがβであるときの誘因両立性条件は

Eβ・診多（si，　6）一Eβ・露（β1，互）ψ（三一〇多（β1，互））

　　　　　≧Eβ・弓（β1，万）一Eβ・X多（β1，万）ψ（互．一C3（β1，万））

（LC，）

となる。一方、企業1，2の効率性パラメータが共にβであるときの個人合理

性条件はそれぞれ

Eβ・むみ（万，β2）一Eβ…吉（B，β2）ψ（万一σま（万，β2））≧O

Epi　t3　（6i，　B）　一　E6i　x3（5’，　B）　th（B　一　C3　（5i，　B））　）　o

（JRi）

（IR2）

で与えられる。このとき、入札契約が（LCi），（∠92），（IR1），（IR2）を満たし

ているとき、企業1，2の効率性パラメv一…タが共にβであるときの個人合理性
条件を表す不等式は厳密な不等号で成り立つので三の条件は、分析上無視で

きる。さらに、最適な入札契約のもとでは、（LC1），（LC2），（1R1），（1R2）は

すべて等式で成立し、しかも企業1，2の効率性パラメ…一一・・一片が共にβであると

きの誘因両立性条件を表す不等式は厳密な不等号で成り立つ。ここで、最適
な入札契約のもとでの、企業1の期待利潤（情報レソト）をσ3（β）で表す。

（LC1），（IRi）が等号で成り立つことから、

UJ（E）　：　Ep2t｝（g，62）一Ep，xl（E，　s2）th（g－c3（g，　s2））

　　　　　　　　　　　　　一　163　一
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　　　　　　：　E62t｝（B，　fi2）一E62x｝（B，62）th（B－C3（B，62））

　　　　　＝　E62　x｝（B，52）［th（B－c3（B，62））一th（a－c3（B，62））］

　　　　　一　yx｝（B，6）［th（A－C3（B，6））一th（5－C3（A，6））］

　　　　　　　＋（1　一一　u）x｝（万，万）［ψ（万一〇3（万，万））一ψ（β一（靖（万，β））］

　　　　　一　　yx｝（A，6）¢（e｝（B，6））＋（i－u）x｝（iZii，　Zi）¢（e｝（B，　B）），　（6）

と表される。ここで、

　　　　　　　　eS（5’，52）＝ff－C3（5’，62）　（i＝：1，2）

　　　　　　　　¢（e）　＝th（e）　一　th（e　一一　A5）

である。同様にして、企業2の期待利潤（情報レソト）を確（β）とすると、

　　　U．2（5）＝vxZ（5，B）¢（e2（6，B））十（i－u）xZ（7i，　B）¢（eg（B，　B））　（7）

となる。さて、S3を品質情報σの下で、企業iが受注したときの公共プロジェ

クトの期待社会便益を表すものとする。このとき

　　　　　　　　3｝一瓦5易一旦s6－5吉旦，

　　　　　　　　　5ぞ一旦s3　一　3，53一≒旦

となる。品質情報σの下での期待社会厚生は次式のようになる。

　　　Wa　＝　EBi，p2｛S3一（1＋A）（6i一一e｝（6’，52）

　　　　　　　＋　th（e｝（5i，52））＋s’）｝x｝（5’，fi2）一AyU．’（6）

　　　　　　　＋　Epip2｛S3一（1＋A）（rs2一一一e2（5’，s2）

　　　　　　　＋　　th（e3（5i，62））＋s＊）｝（1－x｝（5i，52））一AuU．2（5）　（8）

ただし、eS　（β1，β2）＝βぢ一¢（β1，β2）である。また、（8）式では入札当局へ

の報酬は常に8＝8＊としている。これは、入札当局がどのような品質情報
を入手しても、それを正しくプリンシパルに報告するので、情報レソトが入

札当局には生じ得ないことによる。（8）式では、プリンシパルの選択変数を
（eS　（β1，　fi2），姥（β1，β2））（ただし、σ＝0，1，2，　i＝1，2，β1，β2＝β，β）とみ

なせるので、プリンシパルにとっての問題はつぎのように表すことができる。

問題1 　　　max　VV．
（et（PiP2＞，　xS（Bi，p2・＞＞

この問題の解は、つぎの命題1にまとめられる。

命題1（L　affo　nt　and　Tirole（1993））情報の非対称右下における入札当局が

良心的なケースでの、最適入札契約は以下のように表される。
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［a　＝　1］

xl（5，5）　一xl（5，B）　：xl（B，A）　＝＝i

o｝圓i繕≡i狂lil騒

el（5，5）　一　ei（5，5）　一　el（5，B）　一　e？（B，　g）　一　e＊，

eそ（β，万）＝ε｝（β「，β）＝e圭（β，万）＝e？（β’，万）＝＝ε

［a　：2］

x5（B，A）　‘一　xl（B，　6）　一　x5（5，P）　＝O

x3（gB）一

i5E　［o・i］　1．i2gl［likl，2．2ia，

e塁（β，β）＝e杢（β，β）＝e霧（万，β）＝e峯（β，β）＝e＊，

e萎（β，β）＝e圭（万∫β）＝e霧（万，万）＝＝e豊（7亨，万）＝＝ε

［a　：＝　O］

姑（β，β）∈［0，1］，姑（万，万）∈［0，1］，

x6（5，B）　＝　i，　x6（A，5）　＝：O

e6（6，6）　一　e3（6，5）　：e6（5，A）　一　e3（A，　P一）　＝：　e’，

e呂（β，万り＝e6（7ヲ，β）＝e～｝（万，β）＝e言（β’，β）＝ε

　　ただし、A＝（1＋λ）［ψ（ε）一ε＋毒τ≒Φ（e）一ψ（e＊）＋e＊］，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　y　　　　　　　e“　一一一一一　arg　m，in｛th（e）　一　e　＋　Er＃i’一5（A　T－i．lr7．　¢（e）｝

（証明）付録Aを参照せよ。

　命題の含意はつぎのようになる。高品質の公共プロジェクトを供給する企

業の生産性が、他の企業を下回らない限り、高品質の企業に落札させること

になる。また、高品質の企業の生産性が他企業を下回るときには、品質格差

△sが

　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　u
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢（e“）一th（e＊）十e＊］　（9）　　　（1　＋　A）AP　＋　（1　＋　A）［zb（e“）　一　e“　＋

　　　　　　　　　　　　　　　　　1十Al－u

を上回るときに限り、高品質の企業に落札させることになる。上式の第1項

は、完全情報のときに生ずる生産性格差を表しており、第2項は情報の非対
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称性が存在するとき、非効率な企業に落札させることに付随して発生する追

加的費用の増加分を表す。よって、完全情報のケースに比べ、生産性格差に

よりウエートを置いて、落札企業を決める必要がある。ここで最適入札契約

を導出する際、無視していた企業1，2の効率性パラメータがβであるときの

誘因両立性条件

Ep2　t｝　（B，　52）　一　Ep2x｝（B，　62）th（B　一　C3　（B，　62））

　　　　　　≧Eβ・オみ（互，β2）一Eβ・嬉（互，β2）ψ（万一C3（互，β2））

Eβ・弓（β1，万）一Eβ1略（β1，万）ψ（万一〇3（β1，万））

　　　　　　≧Eβ・弓（si，　5）一Eβ・虜（β1，互）ψ（B一　C3（β1，互））

（ICi）

（7Zi7，）

が、それぞれ厳密な不等号で成り立つが、以下ではσ＝1のケースの（1Ci）

に関してのみ証明する。まず、命題1で与えられる最適入札契約のもとでは、

（101）の左辺は0となるので、右辺が0未満となることを示せば良い。（IC1）

の右辺は企業1の情報レソトui（β）の式から

Ep2　t　l（E，　52）　一　Ep2　x　l（E，　62）th（B　一　Cl　（a，　62））

　　　一　yxl（B，　5）¢（el　（B，　5））　十　（i　一　u）xl（B，　B）¢（el　（B，　B））

　　　＋Ep2xl（E，　s2）th（E　一　cl　（g，　s2））　一　Ep2xl（E，　s2）th　（A　一　cl（g，　s2））

と書き換えられ、さらに命題1を用いると

　　　　　　　＝＝　uxl（B，5）¢（e“）＋（1－u）¢（e）一（th（e＊＋A5）一th（e＊））

　　　　　　　f｛　〈1＞（E）一〈1＞（e＊十A5）

　　　　　　　〈　o

となる。最後の不等式は、Φノ＞0から得られる。以上より、σ＝1のとき、

（IC1）が厳密な不等号で成り立つことが確認できた。σ＝0，σ＝2のときも
同様にして、（7Zア，）が厳密な不等号で成り立つことが示される。同様な事が

（7CF2）についても言える。また、以上の議論から、σ＝1のとき企業1が効率

的であるときの、最適な期待トランスファーは

Eβ・tl（E，β2）＝　yxl（万，互）Φ（e）＋（1一のΦ（e）＋〃（ψ（e＊）一ψ（・＊＋△β））

と求められるが、この式に関連した事後的なトランスファー轍β，β），tl（β，β）

は一意に決定できない。また、σ＝1のとき企業1が非効率であるときの、最

適な期待トランスファーは

　　　　　　　Ep2tl（B，　52）　＝　th（e）　（uxl（B，　E）　＋1一　y）

となりこの場合も、事後的トランスファーは一意には決まらない。この結果

は、品質に関する他の情報（σ＝0，σ＝2）についても（もちろん、企業2に

ついても）妥当する2。

　2このような問題は、彼等の分析に固有のものではなく、Myerson（1981）など、メカニズ
ム・デザインアフ．ローチによるオークション分析において生じる。
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4　品質情報の立証可能性と談合問題

　前節までは、入札当局が良心的であることを前提として分析してきた。そ

のため、入札当局は公共プロジェクトの品質に関する情報をそれがどのよう

な内容であれ常に正しくプリンシパルに伝えるものとされてきたが、本節か

ら入札当局は必ずしも良心的であるとはいえず、時には品質に関する情報を

プリンシパルに歪曲して伝える可能性がある場合を考察する。このような状

況は、企業が入札当局に賄賂を提供することでその企業にとって、有利とな

る情報を流してもらうように、企業と入札当局が談合する場合に生じる。そ

こで、以下ではこのような企業と入札当局による談合問題を検討してみよう。

その際、公共プロジェクトの品質に関する情報が、ソフト情報かハード情報

かを区別する必要が出てくる。これは品質情報の性質によって、プリンシパ

ルによる入札契約の策定方法が違ってくるからである。まず、ハード情報と
は、プリンシパルが入札当局から得た情報を立証できる（verifiable）場合を意

味する。ただし、本節ではプリンシパルへの伝達内容がσ＝0であるときに
は、プリンシパルも品質判断はできないものとする。これに対し、ソフト情

報とはプリンシパルにとって立証不可能な（unverifiable）情報を指しており、

品質がソフト情報であればどのような品質情報に対しても、入札当局はσと

して｛0，1，2｝のいずれも正しい情報としてプリンシパルに報告できることに

なる。野津のハード情報下の分析においては、入札当局のみが品質情報を入
手していると仮定する3。

　さて、入札当局と企業との談合ゲームの時間的な順序は以下の通りである。

はじめに、プリンシパルは入札当局と企業に入札契約を公表する。この契約に

は、入札当局の品質情報と企業による効率性パラメー一・一タの報告に応じて落札

者（または落札確率）とプリンシパルから入札当局と企業へのトランスファー

および落札者の受注費用が決定されることが明記されている。続いて、談合

に関する追加契約（side　contract）が企業から入札当局に提示される。この追

加契約では当事者間における談合の内容が明記されており、企業による効率

性パラメータの報告および落札者の受注費用にそれぞれ依存するように賄賂

額が決められている。なお、企業による追加契約は他企業には秘密裏になさ

れるものとする。その後、入札当局は品質情報を、企業は効率性パラメータ

をプリンシパルに告げる。それらの報告に基づいて、プリンシパルが既に公

表した入札契約にしたがって、落札者と目標生産費用を決定する。最後に落

札者によって公共プロジェクトが施工され、入札契約と追加契約に基づき、ト

ランスファーと賄賂の授受が実施される。

　以下では、追加契約に基づく賄賂の授受に際し、費用がかかるものとし、企

業iから入札当局への1円の移転に1＋短の支払いが必要になると仮定する。
まず、品質情報がソフト情報であるケv一一一一スを検討しよう。この場合、前述し

たように、プリンシパルにとって立証不可能な情報を指しており、どのよう
な品質1青翠に対しても、入札当局はσとして｛0，1，2｝のいずれもが正しい情

　3この場合、自企業の品質情報を得ているか否かは問題ではない。なぜなら、品質情報に関

する情報を持っていないときでも、その企業は入札当局から談合を通じて知ることができるか
らである。
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報としてプリンシパルに報告できる。そのような問題を解決する方法は、プ

リンシパルは入札契約を策定する際、入札当局による品質情報を用いない事

である。つまり、プリンシパルはσ＝0の下で、最適な契約を作れば良いの
である。

　次節と次々節では、λ1≡λf＜Ocかつλ2＝○○のケース（非対称な談合）

とλ1＝λ2・＝λfのケース（対称な談合）をそれぞれ考察する。

5　ハード情報と非対称な談合

　ここでは、入札当局が企業1のみと談合可能であるケースを考える。この

場合、命題1で特徴づけられる最適入札契約を修正することにより、入札当

局が良心的であるケースと同水準の期待社会厚生が得られる。この点を以下
で確認しよう。いま、命題1の最適入札契約で書かれている垢（6，　6）∈［0，1］

を姑（β，β）＝0に置き換え、それ以外はすべて同一である入札契約を考えよ

う。この契約の下では、自然がどのように公共プロジェクトの品質情報を決

めようとも、企業1がβタイプであれば期待利潤は常に0となる。一方、企

業1がβタイプのときには情報レソトが発生しており、品質情報を隠匿する

ために、入札当局に賄賂を提供する可能性がある。入札当局が品質情報とし

てr∈｛0，1，2｝をプリンシパルに報告したときの、βタイプの企業1の情報レ

ソトは（6）式から

　　　　乙弓｝（β）＝：レ媛（万，β）Φ（e；（β，β））十（1一〃）x；（万，β）Φ（e碁（］，万））

と表されるが、上記の入札契約の下では、

　　　　　．1　（g）　．，　（　s［i　一v＋　yxl（B・　g）］¢（E）　＞O　1．i　；，　．i

と計算される。ハード情報の場合、入札当局が品質情報をプリンシパルに唯

一歪曲して伝えられるのは、r＝0のケースである。しかし、企業1にとっ
て、r＝Oでは情報レソトが0であるため、追加契約を入札当局と結ぶインセ
ンティブは存在せず、それゆえ、談合は起きない。以上のことを命題として
まとめる。

命題2（Laffont　and　Tirole（1993））公共プロジェクトの品質がハv・一一一・一ド情報

であり、入札当局が良心的ではなく、企業1のみと談合する可能性があるも
のとする。このとき、命題1で特徴づけられる入札当局が良心的なケv一一一・一スで

の最適入札契約の中で、（σ，β1，β2）＝（0，β，万）のときの企業1の落札確率を0

に変えることで談合を防止でき、しかも、入札当局が良心的なケースと同一

水準の期待社会厚生が得られる。

　この命題の重要な含意は、非対称な談合が生じる可能性のあるときに、品

質情報が開示されなければ、資金調達費用が非常に高く、それゆえ、談合す

る可能性がない企業（企業2）を優遇するような入札契約を策定することで、

プリンシパルは厚生損失なしに談合問題を回避できるというものである。
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6　ハード情報と対称な談合

　ここでは、入札当局が企業1，2の双方と談合可能であるケースを考えてみ

ることにしよう。前節までと同様、プリンシパルが企業1，2に正しい効率性パ

ラメータを報告させるというインセンティブ・スキームを前提とする。その

スキームの中で、入札当局と両企業との談合を防止し、期待社会厚生を最大

にする入札契約を求めることにする。仮に、プリンシパルが命題1で表され

る入札契約を用いるとしよう。このとき、企業1が非効率的であれば彼の情

報レソトは入札当局がどのような品質情報をプリンシパルに告げようとも常

に0となるのにたいし、効率的であれば

¢（g）　＝（PiZ：，；，，V，X：／／B，’＆52，19（e’　1．i；・　1’：i

の情報レソトを得ることになる。この場合、硯（β）＜砺（β）＜ut（β）が成り

立つので、入札当局と企業1との間の談合はσ＝2，β1＝βのときのみ生じ
る。そこで、以下ではとのケースを考えてみよう。まず、歪業1は効率性パ

ラメータβを、入札当局は品質情報σニ2をそれぞれ正しくプリンシパルに

報告するときの、プリンシパルから入札当局への報酬を82とする。これに対

し、他の品質情報あるいはβ1＝βのときには談合の可能性は存在しないの

で、プリンシパルから入札当局への報酬は8＊に設定できる。企業1が談合す

るとき、企業1から入札当局への賄賂は最大で

　　　　　　　　　　　　i一　ILxt7［u，i　（g）一u，’　（g）］　（io）

となる。このとき、企業1と入札当局の談合を防止するためには、入札当局

が真の品質情報σ＝2を報告するときの報酬82を、企業1から賄賂を貰い、
虚偽の品質1学報σ＝0を報告するときのプリンシパルからの報酬8＊と（10）式

で表される最大賄賂額の和以上にすればよいので

s2　）　s＊　＋i　txt7［Uo’　（g）　一　u，’　（E）］

（CPi）

と表される。同様に企業2と入札当局の談合を防止する条件は

亀≧s＊＋1≒［確（互）一畔（互）］
（CP2）

となる。ここで、Slは、企業2が効率性パラメータβを、入札当局が品質情

報σ＝1をそれぞれ正しくプリンシパルに報告したときのプリンシパルから
入札当局への報酬を表す4。以上より、プリンシパルの問題は以下のように定

式化される。

　4σ＝1で（β1，β2）＝（β，β）または（戸，β）のときにはSlを、σ＝2で（β1，β2）＝（β，β）ま

たは（β，β）のときにはs2をそれぞれプリンシパルは入札当局へ支払う。
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　　　　maAx．　m．　61’Vi＋CW2＋（1－2C）VVo
ee（pi，P2），　xS（Pi，62），　si，　s2

　　　　　　　　　一λzノξ（81－s＊）一λLノξ（82－s＊）

S．t．　S2　）　S＊＋
1

Sl　）　S＊＋

1九λ∫

・＋λ∫［Uo2　（6）一σぞ（9）］

［U6　（6）　一　Ul　（6）］ （（フPi）

（CP2）

Sl　）　S＊

S2　）　S’

ここでWa（σ＝0，1，2）は（8）式で定義されたものである。さて、問題2の解

に対し、つぎの補題を得る。

補題1談合防止条件（CPi），（CP2）はそれぞれ拘束的となる。

（証明）まず（CP2）が拘束的であることを示す。仮に、（OP2）が厳密な不等

号で成り立っていたとしよう。すなわち、

　　　　　　　　　si　〉　s’　＋　iTILxt7　［u，2　（g）　一　u，2　（g）］

であるとする。このとき、81を出来るだけ小さくした方が、期待社会厚生は

増えるので81・＝8＊となる。よって、問題2はつぎのように書き換えられる。

問題2’max　ξWi＋ξW2＋（1－2ξ）三一λμξ（82－8＊）

S．t．　52　）　S＊十
、÷tノ［碍（互）一嚇］

（CPi）

S2　）　S“

つまり、企業1と入札当局の談合防止のみ考えれればよいことになり、前節

の非対称な談合に関する議論がそのまま適用できる。したがって、

　　　　　　　x6（6，5）＝x占（万，β）＝xS（B，万）＝x当（万，β）＝0

となる結果、碍（β）＝碍（β）となるので、制約条件（CPi）は82≧8＊に一致

する。よって、最適入札契約の下では、82＝8＊となる。さらに、

xそ（6，5）＝0，x呈（万，β）＝0
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が成り立つが、このとき

s・　一　s’一 A’λ∫［碗）砲）］一一1’λ∫［（1一のΦ師））］

　　　　　　　　　　　　　　　　　〈　o

となり矛盾が生じる。（CPi）が拘束的であることも同様にして示される。（証
明終）

　　ここで補題1の意味について考えてみることにする。談合防止条件が拘
束的

　　　　　　　　　　s2　一　s＊　＋　±t　［Uo’　（g）　一　U，’　（E）］

　　　　　　　　　　s・一s＊＋、’λ∫［Uo2　（5）一越］

となるので、入札当局の超過所得と品質情報の相違から生じる情報レソトの

格差が等しくなることを意味する。後者は、企業が入札当局と談合する場合、

その企業にとって可能な入札当局への賄賂の最大額を意味し、このような談

合を回避するという条件の下でプリンシパルにとって最適な入札当局への報

酬は、留保所得にこの賄賂の最大額を上乗せすればよいことを補題1は主張
している。

　この補題を利用して、最適入札契約を導出するが、その前に幾つか記号を

定義しておく。まず、εとeを

　　　百一騨｛th（・）一・＋f，、≒講∫Φ¢）｝

　　　ev　＝　arg　m，in｛th（e）　一e＋　i　｝一Tt　i－1．1－i7．　（i　＋　dnt　一　20（i　＋A　））¢（e））’

と定義する。つぎに、｛eM（AS），μ（△S）｝を｛e，μ｝に関する連立方程式

　　　As　＝　（i＋A）（th（e）一e“＋Ei71一：tTi一：．ll－i」．〈i＞（e）

　　　　　　　一th（e）　＋e　一　（i－iiBtT　ft．　y　一　2iat一＝iS！a　；xs一一　．）（i　＋　A））〈i＞（e）），

　　zb’（e）　＝　i一（itir．ll－i」y－tE”rit7：一Effa　xs一一u）（i＋A））〈i＞’（e）

の解とする。さらに、

　　　　zb’（e）　＝　i一　（TiiilrTt　i－1．1－i7．　＋　ati一：’isiiiiiEliilf3－a一；xs’一　2c　（iA－S．））（i　＋　A））〈i＞’（e）

を満たすeをe（△S）とする。これらの定義式を用いることにより、つぎの命
題を得る。
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命題3（Laf［ont　and　Tirole（1993））公共プロジェクトの品質がハ・・一一一ド情報

であり、入札当局が良心的ではなく、企業1，2の双方と談合する可能性がある

ものとする。このとき、最適な談合防止入札契約は、つぎのように特徴づけ
られる。

　（ケ・・一・一ス1）

　　　　　　As　〉　（i＋A）（zb（e“）一e“＋i－1－Tt　i－1．1－p．〈P（e“）

　　　　　　　　　　　一ψ（e）＋百一1扉議Φ（e））

［a　＝　1］

xl（5，P）　一　xl（5，B）　一　xl（B，A）　＝　i，

el（5，6）　：ei（6，5）　：el（5，B）　一　ei（B，5）　＝＝　e“，

el（β，万）＝eそ（万，戸）＝δ，　e｝（万「，β）＝e｝（万，万）＝ε．

［a　＝2］

x舞（β，β）＝x舞（万，β）＝x萎（万，万）＝1，

o1［・，・］繕≡1王lil髪1

e萎（β，β）＝e｝（β，β）＝e妾（万，β）＝e豊（β，万）＝e＊，

e豊（万，β）＝e豊（β，77）＝δ，e霧（β，β）＝e萎（β’，β）＝ε．

［a　＝　O］

　　　　x6（5，5）　E　［o，　i］，　x6（6，　B）　＝　i，　x6（B，　6）　＝　o，　x6（iZii，　A）　E　（o，　i），

　　　　e6（6，6）　＝e3（5，5）　＝＝　e6（5，A）　＝＝　e3（B，5）　＝＝　e’7

　　　　e言（β，β）＝e占（万，β）＝e占（β，万）＝e3（万，7ヲ）＝e．

入札当局への報酬は、σ＝2で、企業1の効率性パラメータがβであるとき
には、

　　　　　　　　　　・・一♂＋詩禰Φ（の

　　　　　　　　　　　　　　　　一　172　一
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σ＝1で、企業2の効率性パラメv一一・一タがβであるときは、

　　　　　1一レ　　　　　　　砧（万「，β）Φ（のS2　＝　S＊　十

　　　　1十λノ

となり、その他の場合には8＊となる。

（ケース2）

As　〈　（i＋A）（th（e“）一一一e＋iiFti71．1－p．

　　　　　　　　　　　λ　　〃　　λノ

¢　（e）

一th（e）　＋e－i　f：，r　k．　．Tt｛’x7A　¢（e））

ケv一…ス1のεはe（△S）に、eは6（△S）に置き換える。また、落札確率x6（万，万），

略（β，β）は、祐（β，β）＋略（β，β）＝1を満たす［0，1］に属する任意の実数であ

る。さらに、落札確率ω子（6，　6），x｝（万，万）はそれぞれ

緬）一器講1略蘭

xi（爾一三暮；1砧⑳

（11）

（12）

と表される。その他の落札確率や目標努力水準はすべてケース1と同様であ

る。また、入札当局への報酬は、プロジェクトの品質内容や企業の効率性に

関係なく常に8＊である。

（証明）付録Bを参照せよ。

　命題3の含意を考えてみよう。付録Bで論じられているように問題2の制
約条件8i＞8＊が拘束的か否かによって談合を防止する最適な入札契約は二つ

のケースに分けて導出されることになる。ケース1は、プロジェクトの品質

格差△Sが大きいため、プリンシパルにとって、品質情報が価値をもつ場合

で、品質情報を得る対価として入札当局に留保所得を上回る所得を支払うイ

ンセンティブをもつことになる。このとき、補題1から、その所得の超過分

が企業の情報レソトの格差と均衡するように契約を作ることがプリンシパル

にとって要請される。これに対しケース2では、プロジェクトの品質格差が

小さく、それゆえ、品質情報を入札当局から留保所得を越える対価を支払っ

てまで入手するインセンティブはもたない。この場合、入札契約は企業の情

報レソトの格差をなくすように、言い換えるならば、企業自身に談合のイン

センティブを持たせなくするのが望ましいのである。

　さらに、命題3から直接得られる結果を系としてまとめる。

系　命題3の入札契約に関して、

．1．im．，pa（AS）　＝　O，　．1．im．，　e一（AS）　＝＝　N．im．，　ev（AS）　＝e
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であり、特に姑（6，　5），略（万，β）＝圭のときには5、

拙。xi（B，　］3）　一　．ILm　．．　x　5（iB，　iB　　　　　AS－O）一1

が成り立ち、ケース2の入札契約は対称解になる。

　（証明）μ（△S），6（△S），e（△S）の定義と（11），（12）式から容易に導かれる。

　つまり、企業間で品質格差がなく常に同一品質のプロジェクトを各企業が

供給するときには、プリンシパルと入札当局の間の品質に関する情報の非対

称性がなくなる結果、企業と入札当局との談合の可能性も消えてしまうので
ある。

　つぎに企業間の品質格差△S＞0を所与として、企業の談合費用λfが非常
に大きくなる場合を考えてみる。まず、談合防止制約を無視するとき、企業間

で品質格差が少しでもあれば、その違いを入札契約に反映させた方が、一般

にはプリンシパルにとって望ましい。つまり、入札当局から得る品質情報の

有無によって、あるいは品質情報を得たときにはその内容如何によって、入

札契約の内容を変えた方が社会厚生上望ましいのである。しかしながら、効

率的企業は、品質情報の有無がもたらす情報レソトの格差を巧みに利用して、

入札当局へ賄賂を送り談合を働きかける可能性が出てくる。ここで、プリン

シパルが談合防止制約を考慮するならば、入札当局から真の品質情報を引き

出す見返りに、入札当局に対し留保所得8＊を超過する報酬を与える必要が生

じるが、談合費用λfが大きいときには企業が入札当局に渡すことができる賄

賂額が実質的に目減りすることになるので、その超過報酬を低めに押さられ

る。言い換えると、プリンシパルは談合防止費用を節約できることになる。こ

うして、企業の談合費用λfが非常に大きい場合にはケ・一一一・・ス1が成り立つこと

になり、プリンシパルは品質格差を重視する入札契約を作成することになる。

　本節では、これまで企業が入札当局に賄賂を提供することで生じる談合を

防止するケースを考察してきたが、最後に命題3で表される入札契約を若干

修正することで、入札当局の側が企業に賄賂を与えることで談合する場合も

同時に防止する契約をデザインしてみることにしよう。まず、入札当局から

企業に談合を依頼するのは、入札当局がσ＝iのシグナルを得たとき、企業

ゴ≠iのタイプがβであるときであることに留意しよう。なぜなら、企業ブが

正直に自己のタイプを告知したときには、入札当局はs＊の留保所得しか得ら

れないのに対し、企業」にβタイプであると虚偽の報告をしてもらうことに

より、留保所得8＊を上回る収入を得る可能性をもつからである。これまでの
分析から、こうした状況はケース2では起きず、ケ・・一一一・・ス1のみで発生するこ

とは明らかであろう。いま、入札当局がσ＝1のシグナルを取得したとしよ

う。このとき、企業2のタイプがβであれば、企業2にβタイプであると虚

偽の報告をしてもらうことにより、留保所得8＊を上回る収入81が得られる。

　5どちらの企業に落札させても社会的観点からみて無差別の状況になる場合、双方の企業の

落札確率を等しくさせることは、公平性の観点に照らしてみても望ましいと考えられる。
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よって、留保所得を超過分の期待値は、命題3から

　　　　　　　　　　　　　　（㍊2輌ρ（の

となる。ここで、入札当局が企業に賄賂を1円提供するときにかかるコスト

をλ、で表すと、入札当局が企業2にたいし、支払うことのできる賄賂額は最

大で
　　　　　　　　　　　　at－Sirff－sc7」＋　Ai．i（1）il　A　）xg（B，　B）　〈p（e）

となる。一方、βタイプの企業2がβであると虚偽報告をするときの期待損

失額は
　　　　　　　　　　　　　（1　一　y）x？（B，　6）¢（e＊　十　A6）

である6。よって、入札当局が企業2に賄賂を与えることによって生じる談合

を防止する条件は

　　　　（　　　（1　一　u）21＋　Aa）（1　＋　Af）棚Φ（e）≦（・一の胸Φ（e・　＋△β）（・3）

と表される。命題3より、堵（β，β）は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　y
　　AS　一　（1　＋　A）A5　一　（1　＋　A）［3b（e“）　一　e　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢（e“）　一　th（e＊）　十　e＊］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1十Al－v

の符号に依存して、その値が決まる。そこで、まず

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　u
　　AS　m　（1　＋　A）A5　〉　（1　＋　A）［th（e“）　一　eA　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢（eA）　一　th（e’）　十　e＊］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1十Al－u

の場合を考える。この場合、xl（β，β）＝0となるので、（13）式の談合防止条

件は
　　　　　　　　　　　（　　　（1一の21　＋　Aa）　（1　＋　Af）緬）Φ（e）≦・

　6βタイプの企業2の誘因両立性条件は、3節の（πヲ2）

　　　　Epit？（P’，　B）　一　Epix？（6i，A）th（A　一　C？（Bi，　B））

　　　　　　　）　Epit？（Bi，E）　一　E，ix？（p’，g）th（B　一　c？（p’，a））

で表されるが、命題3の入札契約の下では、この条件式がどのように書き直されるかを見て
いこう。まず、左辺はβタイプの企業の参加条件が拘束的となることから0になる。さらに、
右辺の第一項Eβ、敬β1，互）は、Eタイプの企業2の誘因両立性条件が拘束的となることから、

確（6）＋Eβ、㌶（β1哩）th　（g－C？（β1哩））に等しいので

　　右辺＝σ3⑫＋Eβ・頑β1，9）th（p　一　c？（p’，　e．））一Eβ・頑β1，互）ψ（A一　C？（β1，互））

となる。命題3の入札契約の諸結果を用いることで、結局、右辺＝一（1－u）x？（β，β）Φ（♂＋△β）

となり、負の値となる。この結果から、σ＝1のとき（したがって、σ＝2のときも）、非効

率な企業の誘因両立性条件が非拘束的となることが明らかにされた。さらに、σ＝0のときも

同様な結果が得られることが容易に確認できる。
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となる。ここで、命題3より略（万，万）Φ㈲≠0なので、λ、，Af＜○○である限

り、この条件は成立しない。つぎに、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　u
△S一（1＋λ）△β一（1＋λ）［ψ（ε）一ε＋1＋λトレΦ（e）一ψ（e＊）＋・＊］

の場合を考えよう。このケー一・・スでは、xl（］，β）は0以上1以下の任意の値を

とりうる。よって（13）式を満たすように略（β，β）とxl（β，β）を選ぶことによ

り、談合を阻止できる。最後に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　y
AS　一一　（1　＋　A）Afi　〈　（1　＋　A）［zb（e“）　一　e“　＋　i一＃i’xA　ii．：　；〈1＞（e“）　一　zb（e’）　＋　e’］

の場合を考えよう。このケースでは、堵（6，　6）＝1となり、談合防止条件は

　　　　　　（it7　FSI23i（illllx7ii＋　k．i（￥）il　A　）x3（A，　B）¢（ev）　s　（i　’　y）¢（e’　＋　A6）

と表される。命題3で与えられる略（6，　fi）（∈（0，1））に対し、この条件は常に

満たされる。

7　Collusion－free契約との厚生比較

　本節では、前節で導出された談合防止契約の有効性を検討する。そのため、

まず、入札当局が良心的でなくてもプリンシパルは何ら談合対策を講じない
ケv一一一スを考えよう。このような契約はcollusion－free契約と呼ばれる。以下で

は、coUusion－free契約として、とくに命題1で表される入札契約を用いるこ
とにする。さて、前節での議論で、σ＝1で企業2が効率的なケ・・一一一スとσ＝2

で企業1が効率的なケースのとき、それぞれ入札当局との談合の可能性が生
じることをみてきた。両ケ・・一一一スとも、入札当局がプリンシパルに品質情報とし

て、σ＝0を告げるとき、前者では企業2が超過レソト曙（β）一σf（β）を後者

では企業1が超過レソト碍（β）一の（β）を得る7。こうした超過レソトは入札

当局への賄賂の源泉となるが、以下では、超過レソトはすべて企業が獲得し賄

賂の授受がなくても談合が成立する場合を考えよう。このようなケースにお

ける期待社会厚生を研硯∫で表すことにする。ただし、E脱∫では（1＋λ）s＊

が控除されているものとする。やや冗長な計算を繰り返すことにより、EVV、ノ

はつぎのように整理される。

恥一ξレ2｛3一（1＋λ）（互一♂＋ψ（e＊））｝

　　　　＋　y2｛，s一一（1＋A）（5－e＊＋3b（e＊））｝

　　　　十　2u（1　一　u）｛S　一　（1　十　A）（5　一一一　e＊　十　3b（e＊））｝

　7前者のケv・・…スで企業1も効率的であれば、彼の情報レソトは、ui（β）からσ3（β）へ、後

者のケースで企業2も効率的であれば、彼の情報レソトは、確（β）からU3（β）へそれぞれ減

少する。したがって、その場合、彼等は談合を阻止するインセンティブをもつであろう。その

点に関しては、ここではとくに考察しない。
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　　　　十　2y（1一の｛旦一（1十λ）（β一e＊十ψ（e＊））｝

　　　　＋　2u（1　一一一　u）2｛S　一一　（1　＋　A）（B　一　e“　＋　zb（E））｝

　　　　一　λ〃Φ（e）｛1－u＋zノ（1－y）＋〃（1一レ）（xl（万，β）＋x霧（B，β））

　　　　＋　2y（1　一一　y）2｝］

　　　　＋　（1一一2C）［u2｛￥t！S一（1＋A）（E－e“＋zb（e＊）〉｝

　　　　＋　2y（1　一　u）｛tS一一ltl｝2’Sll　一　（1　＋　A）（E　一一　e＊　＋　zb（e＊））｝

　　　　＋（1　一一　y）・｛5吉旦一（・＋λ）（万一e＋ψ（ε）＋、華λ1≒Φ（ε））｝］

　つぎに、前節で導出された談合防止契約を考える。以下では、とくに

　　　　　　As　〉　（i＋A）（zb（e“）一e＋i－iFti－1．1－i．¢（e“）

　　　　　　　　　　一（3b（e一）　一　e一　＋　i－i）一Tt　i－1．1－i．　i－IZ’）（17A　¢（e一）））

が成り立つ命題3のケース1を想定する。その場合、（1＋λ）8＊が控除された

期待社会厚生をEW、pとすると、研㌦はつぎのように整理される。

EW．，　＝　6［2v2｛S一（1＋A）（g一一e＊＋zb（e’））｝

　　　＋〃（1一　u）｛S　一　（1　十A）（万一ε＋ψ（ε）＋1全λ、e¢（ε））｝xl（B，　E）

　　　＋　u（1　一　u）｛，S　一　（1　＋　A）（6　一　e＊　＋　th（e’））｝（1　一　x　l（］［ii，　E．））

　　　＋〃（・一〃）｛3一（1＋λ）（万一ε＋ψ（ε）＋1睾λ1茎レΦ（ε））｝鎚β）

　　　＋　u（1－zノ）｛三一（1十λ）（β一e＊＋ψ（e＊））｝（1一魂（β，　B））

　　　＋　2u（1－u）｛S一（1＋A）（5－e’＋th（e＊））｝

　　　＋　2y（i　一一一一　y）2｛s　一　（i　＋　A）（iZii　一一一　e　＋　th（e“）　＋　一ii－1－Tt　ii：．ll・一i．　〈i＞（e“））｝］

　　　＋（1－2ξ）レ・｛5吉旦一（・＋λ）（E一・・＋ψ（・・））｝

　　　＋　2v（i　一一　v）｛tS：tllLt2E　一一　（i　＋　A）（a　一　e’　＋　th（e“））｝

　　　＋　（i　一一　u）2｛tSLitS－tltSll　一　（i　＋　A）（」a　一　ey　＋　th（e）

　　　＋1睾λ、茎レ（1＋（レ2ξ斉、＋λf））Φ（e））｝］
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さらに、△S一（1＋λ）△β〉、4を仮定する8。このとき、命題2と命題3から、

婦（β，β）＝罎（β，β）＝1となる。ここで、D－EW（ξ）を

　　　　　　　　　　　　DEW（C）　i　EI7Vcp　一　EI’Vcf

と定義する。簡単な計算より

PEw（e）　＝　c［y2As

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　y
　　　　　　十　2u（1－y）｛AS一（1十A）（A5十th（e）一e“十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢　（e）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1十Al－u
　　　　　　一　th（e＊）＋e’）｝＋Au（1－u2）〈P（e）］

　　　　　　＋（1－2ξ）［（・一の・（・＋λ）｛ψ（e）一e＋1睾λ、≒Φ（ε）

　　　　　　一　th（E）＋e一　TITt　h．　．（i＋　atTfu一　2e（i＋A　））¢（E）｝］

と整理される。まず、ξ＝0のときにはeの定義より、e＝eなので、．DEW（0）＝

0となりE肌p＝EW。fが成り立つ。つぎに、ξ＝圭のケースを調べる。仮定

△S一（1十λ）△β＞Aより、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　y
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢（e）　一　th（e＊）　十　e＊）　〉　O　　AS　一　（1　＋　A）（A5　＋　th（e）　一　e“　＋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1十Al－v

が成り立つ。さらに、ψ”＞0，Φ”＞0なので、e＜eとなり、Φ（のくΦ（ε）が

成り立つ。よって

　　　　　　DE」・V（1）＞Au（1一ξ2）Φ（ε）λ窒｝1課篶（の

　　　　　　　　　　　　　＞　o

となり、ξ＝｝のときには、E17v。p＞E肌∫が成り立つ。

　つぎに、関数DEW（ξ）の一階微分DEwt（ξ）を求める。包絡線の定理から

次式を得る。

DEI2V’（6）　＝　u2AS

　　　　　　＋　2u（i　一　v）｛As　一　（i　＋　A）（As　＋　th（e“）　一　e＋　irl一；tT　Ei－1．1－il．　¢（e“）

　　　　　　一　th（e＊）＋e’）｝＋Ay（1－y2）¢（e）

　8結局、公共プロジェクトに関する企業間の品質格差△sが

　AS　〉　max　｛（1＋A）AP＋A，

　　　　　（・＋λ）（ψ（E）一ε＋、皐λτ≒Φ（δ）一ψ（・）＋・一二三、告ノΦ（・））｝

満たすほど、十分大きいことを仮定している。
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　　　　　　一　2（i　一　v）2（i　＋　A）｛zb（e）　一　e“　＋　i－1一：tT　i71．1－i．　〈P（e）

　　　　　　一　th（e）　＋　eV　一　TI｝一T，　i－1．ll－i，；，　（i　＋　ti　一一　2c）（i＋A　））〈i＞（eV）｝

　　　　　　　　（1　一　u）Ay〈1＞（e）

　　　　　　　　（1　一　2C）（1　＋　Af）

ここで
　　　　　　DEw，（o）　〉　A．（1　一　．2）¢（，一）　一　ig’1IEt－i　．｛sjll！IIIe2（1　一　yA）¢（e）　〉　o

が成り立つことに注意しよう。さらに、関数DEW（ξ）の二階微分DEW”（ξ）

を計算する。再び包絡線の定理を用いるとDEW’”（ξ）は次式のように整理さ

れる。

　　　　　　　　　D　E　1・V　tt　（ξ）一一（留鵠髪　　（・4）

（14）式においてΦ’㈲＞0なので、窒の符号が決まれば、DEレγ”（ξ）の符号

が確定する。6の定義から

　　　　th’（e’）　一一　i＋　i－1－Tt　i一：．1－1，；　（i　＋　dnt　一　2c）（i　＋　A　））　〈i＞’（eV）　＝　O

となる。この式の左辺をFと置き、陰関数の定理を用いると

　　　　　　　　　　　　　　　壽一讐　　・（15）

となる。ここで

IZ／［i．　＝　zb”（ev）一eV＋ft一；tTi－1．1－i，7，（i＋ti”2c）（i＋A））〈P”（eV）＞O

　　et　＝　．2L．．　．一L一＃．　A　L．Se；）一’　．．＞0

　　　　　　1＋λ1－zノ（1－2ξ）2（1＋λf）　　oc

となり、（15）式から、髪＜0が成り立つ。よって、DEVV”（ξ）は正となる。わ

れわれは、既にDEW（0）＝O，　DEW（毒）＞0，DEW’（0）＞0となることを確

認しているので、結局、0＜ξ＜圭となるξに対して、DEW（ξ）は狭義単調

増加凸関数となることが明らかになった。以上の事からっぎの命題が成り立

つQ

命題4公共プロジェクトの企業間における品質格差が十分大きいとき、談合
防止契約はcollusion－free契約よりも社会的観点から望ましい。さらに、入札

当局が品質情報を得る可能性が高まるにつれ、collusion－free契約に対する談

合防止契約の社会厚生上の優位性が格段に高まる。
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8　おわりに

　本稿では、公共入札において、入札当局と企業との談合問題を：Laffont　and

Tirole（1993）のプリンシパルー入札当局一企業の三層構造から成る公共入札モ

デルに依拠しながら検討してきた。主要な結論は、命題4にまとめられており、

公共プロジェクトの品質がハ’一ド情報であるとき、La猛ont　and　Tiroleが導出

した談合防止入札契約（命題3）は、企業間における公共プuジェクトの品質格

差が十分大きいときには、談合対策を講iじないときの入札契約（collusion－free

契約）よりも社会的観点から望ましいというものである。こうして、われわ

れは、条件付きながら、談合防止政策の有効性を理論的に解明できたことに
なる。ただ、五afドont　and　Tirole（1993）では公共プロジェクトの品質が企業の

効率性とは独立に外生的に与えられている上、企業間では常に品質格差が存

在するという特殊な想定の下で分析が展開されているので、より一般的な枠

組みで検討してみることが必要であろう。

付録A（命題1の証明）

σ＝1のときの期待社会厚生は、定数項一（1＋λ）8＊を無視すると次式のよ

うに表せる。

　　y2［3　一　（1　＋　A）　（5　一　el　（6，　5）　＋　zb（el　（fi，5）））］xl（P，　i｛3）

　＋　v2［，S［一（1＋A）（5－e？（5，6）＋ib（ei（5，6）））］（i－xl（5，6））

　＋　y（1一の［S一（1＋λ）（β一e｝（β，β）＋ψ（e｝（β，β）））］x｝（β，β）

　＋　y（i　一　u）［！Sl　一　（i　＋　A）（B　一　e？（P，B）　＋　th（ei（6，B）））］（i　一　xl（6，B））

　＋　y（i－u）［S一（i＋A）（B－el（B，5）＋th（el（B，5）））］xl（B，6）

　＋　y（i　一　y）　［tS　一　（i　＋　A）（5　一　e？　（B，　6）　＋　V（e？　（B，5）））］（i　一　xl　（A，　6））

＋　（1一の2［百一（1十λ）（万一e｝（万，万）＋ψ（e｝（β，万）））］x｝（β，万）

　＋　（1一〃）2［、二一（1＋λ）（万一e子（万，万）＋ψ（e？（万，万）））］（1－x｝（万，万））

　一　λ〃［yx｝（万，β）Φ（e｝（β，β））＋（1－1ノ）x｝（万，万）Φ（e｝（β’，万）刀

　一　　λ〃［u（1－x｝（β，7ヲ））Φ（e子（β，万））＋（1－u）（1－x｝（万，万））Φ（eそ（万，万））｝　（Al）

さらに上式はつぎのように書き換えられる。

　v2［S　一　（i　＋　A）　（6　一　el（i（3，6）　＋　3b（el（5，6）））］xl（5？6）

＋　y2［，S一（1＋A）（6－el（i（3，6）＋th（e？（6，6）））］（1－xl（5，6））

＋　　〃（1　一一一　v）［S　一　（1　十A）（β一e｝（β，万）＋ψ（e｝（β，万）））］x｝（β，万）

＋　　〃（1一の［E一（1＋λ）（万一eそ（β，7ヲ）＋ψ（e蜜（β，万）））

一　i－1．ILiV．¢（e？（g，B））］（i－xl（g，B））

＋　　zノ（1－y）［3一（1＋λ）（β一e圭（7ヲ幽，β）＋ψ（e｝（万，β）））
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一誓Φ（・1⑳胴⑳

　＋　　〃（1一の［E一（1＋λ）（β一eそ（万，β）＋ψ（eそ（β，β）））］（1一吋（万，β））

　＋　（1一の2［3一（1＋λ）（万一e｝（β’，β）＋ψ（e｝（万，β）））

一1磐レΦ（・｝（B，恥禰

　＋　（i－v）2［，S一（i＋A）（i3－el（B，　B）＋th（ei（B，　A）））

一、哲“Φ（・1（万，A））｝（・一¢｝（夙万））　　　　　　　（A・’）

企業1に対する4通りの落札確率x｝（β，β），鍛（β，β），xl（β，β），xl（万，万）と4通

りの目標努力水準e｝（β，β），e｝（β，万），e｝（万，β），e｝（β，β）および企業2に対する4

通りの目標努力水準eそ（β，β），e呈（β，β），eそ（β，β），eそ（β，β）の計12個の変数はそ

れぞれ独立なので、（Al’）式の最大化は1，2品目、3，4，5行目、6，7，8行目およ

び9，10，11，12行目をそれぞれ最大にすることと同値である。このとき、8個の

目標努力水準は（Al’）式の弱弟括弧の中を最大にするように求められる。まず、

（Al，）式の1，2行目について考えよう。　e｝（β，β）＝ei（β，β）＝e＊であり、3＞旦

なので、x｝（β，β）＝1となる。つぎに（・41’）式の3，4，5行目を考える。このケー

スでは、e｝（β，β）＝e＊，　e？（β，β）＝εが成り立ち、　e＊＞eなのでx｝（β，β）＝1

となる。（、41’）式の6，7，8行目において、e｝（β，β）＝e，　el（β，β）＝e＊が成り

立つ。このとき、

　　　　　　　面一｛1［・，・］繕≡i柱1滋ll

　　　ただし、A＝（1十A）［ψ（E）一e＋葎N嵩Φ（ε）一ψ（e＊）＋e＊］

を得る。（・41’）式の9，10，11，12行目では、el（β，β）＝：　e，　el（β，β）＝eとなる

ので、xl（β，β）＝1となる。

　σ＝2やσ＝0のケースも同様な方法で求められる。（証明終）

付録B（命題3の証明）

（ケース1）の証明

　　問題の制約条件81≧8＊，82≧8＊が最適解の下で非拘束的であるとし
よう。すなわち、81＞8＊，82＞8＊が成り立つものとする。談合防止条件
（OP1），（（7．P2）は先に確認したように拘束的なので、

　　　　　　　　S2　＝　S＊　＋　i7txt7［U，i　（g）　一　U，i　（g）］

　　　　　　　　Si－s’＋i－t－ltx7［U，2（E）一U，2（E）］　’

が成り立ち、これら鉄馬を問題2の目的関数である期待社会厚生の式に代入
し整理するとつぎのように書ける。なお、定数項一（1＋λ）8＊を期待社会厚生
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の式から除外している。

　　c［u2｛li］T　一　（i　＋　A）（A3　一　el　（5，5）　＋　th（el（6，　i（3）））｝xl（5，5）

　＋　y2｛，S一（i＋A）（5－ei（5，i（3）＋th（ei（vB，6）））｝（i－xl（5，6））

＋　y（i－v）｛S7一（i＋A）（5－el（5，B）＋3b（el（5，i［ii）））｝xl（6，］3）

＋　　u（1一の｛E一（1＋λ）（万一eそ（β，β）＋ψ（e釜（β，万））

＋1睾λ、≒講∫Φ噸）））｝（i　一　xl　（5，　B））

＋　L・（1一　y）｛S　一　（1　十A）（万一e｝（β，β）＋ψ（el（万，β））

＋　itft．．tp（el（B，g）））｝xl（iiii，E）

＋　u（i－v）｛1S一（i＋A）（5－e？（B，6）＋th（e？（A，　fi）））｝（i－xl（iB，5））

＋（1一の2｛3一（1＋λ）（万一・｝（万，万）’＋ψ（・｝（万，B））

“　Erill－Tti－1．1－F．¢（el（B7A）））｝xl（」B，A）

＋　（1一〃）2｛E一（1＋λ）（β一e呈（万，万）＋ψ（eそ（万，β））

＋1皐λ1茎議Φ（棚））｝（1一輌）］

＋　c［u2｛S一（i＋A）（6－e3（6，5）＋th（e3（5，5）））｝x3（6，5）

＋　v2｛，Sl一（i＋A）（6－e5（5，5）＋zb（e5（6，fi）））｝（i－x3（5，6））

＋　〃（1－u）｛吾一（1＋λ）（万一e舅（β，万）＋ψ（e萎（β，7ヲ））

＋1睾λ1≒Φ（e3　（5，　B）））｝場（9，　B）

＋　y（i　一　u）｛tSl　一　（i　＋　A）（5　一　e　5（5，B）　＋　3b（el（5，A）））｝（i　一　x　3（5，B））

＋　　zノ（1－zノ）｛吾一（1＋λ）（β一e霧（万，β）＋ψ（e舞（万，β）））｝x妾（7ヲ，β）

＋　v（i　一　u）｛tSl　一　（i　＋　A）　（A　一　e　5　（iZif，6）　＋　th（e＞（A，　fi））

＋1全λ、≒講∫Φ（e5　（B，　6）））｝（・一略⑳）

＋　（i－y）2｛S7一（i＋A）（］一eZ（A，　B）＋th（e3（B，　B））

＋　iti：．ll－i7．¢（e3（B，B）））｝x3（」zii，」zii）

＋　（i－y）2｛，S一（i＋A）（iGf－e5（A，　i［ii）＋th（e5（），　B））

＋r一，、茎議Φ（el（B，万）））｝！・一x3（爾）］

＋（1　一一　2ξ）［〃・ ﾘ一（1＋λ）（a一期）＋ψ（・占幽））｝ω翅

＋　y2
o￥t£一（i＋A）（g－e3（g，E）＋th（e3（E，g））））（i－x6（El，g））
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＋レ（1一　y）（tS一［tll”t2tSll　一　（1　＋A）（互一e6（卵）＋ψ噸）））｝梱

＋y（1一の｛響（・＋λ）（万一e9（E，　B）＋ψ師））

＋　i－lrTtr．ll－p．（i＋tim2c）（i＋A））¢（e3（gB））））（i－x6（g，B））

＋〃（レの｛5吉旦一（・＋λ）（万一e6（碗）＋ψ胸）

＋、全λ1茎レ（1＋（1－2ξ斉、＋λf））Φ牌）））｝剃

＋レ（1一の｛否吉E一（・＋λ）（E一・3碗）＋ψ胸））｝（・一軒（B，　9））

＋　（i　一　u）2
o　tS－ltli－E1Sl　一　（i　＋　A）（B　一　e6（B，　B）　＋　th（e6（77，　B））

＋、皐λ1≒（1＋（、一2ξ斉1＋λf））Φ（・6　（B，　B）））｝棚）

＋（・一〃）・
o5吉旦一（1＋λ）（A一　・9（爾＋ψ師））

＋　T一，、≦レ（1＋（1－2ξ長、＋λf））Φ輌））｝（・一二仰））］（B・）

上式は、形式的には上から12行目までがσ＝1のときの期待社会厚生を、13

回目から24行目までがσ＝2のときの期待社会厚生を、25行目から最終行
（36行目）までがσ　＝Oのときの期待社会厚生をそれぞれ表すものとみなせ

る。したがって、それぞれのケースでの期待社会厚生を最大にするようにす
れば良い。

［σ＝1のとき］

命題1のときと同様、それぞれの企業が効率性パラメータをプリンシパルに

報告した後の社会厚生を最大にするように、各企業の落札確率と落札したと

きの目標努力水準を決めればよい。上式1行目と2行目の式から、

　　　　　　　　el（5，6）　＝　e’　一　e？（5，6），　xl（6，6）　＝i

となり、3行目から5行目の式を用いると次式を得る。

　　　　　　　e｝（β，万）＝e＊，eそ（β，万）＝δ，嬬（β，β）＝・1

ただし、
　　　　　　e一　一一h’　argm，in（th（e）　一e＋　i－ll：trr．ll－7．　i－2tx7A　〈i＞（e）］

である。つぎに、6行目から8行目の式より、

　　　　　　　　　　　el（A，5）　＝e，　e？（B，5）　＝　e“
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となり、落札確率x｝（β，β）は

　　　　　　　麹）＝：｛1［q1繕≡1註li叢1

　　　ただし、A＝（1＋λ）［ψ（ε）一e＋詮Nτ≒7Φ（E）一ψ（e＊）＋e“］

のようになる。また、9回目から12行目の式より

　　　　　　　　　　　el（B，A）　＝e，　ei（B，　B）　一　e

となり、ケース1の条件からx｝（β，β）＝1を得る。

［σ＝2のとき］

σ』1のときと対称的な結果になる。

［σ＝0のとき］

25行目と26行目の式から

　　　　　　　　e6（6，5）　＝＝　e’　：e3（6，5），　x6（5，5）　E　［O，i］

となり、27行目から29回目の式を用いることにより、次式を得る。

　　　　　　　　e6（5，B）　一　e’，　e3（6，7ii）　＝＝　e，　x　6（6，B）　一　i

ただし

ev

@一一　arg　m，in（th（e）　一e＋　i－1－Tt　i－1．1－i7．　（i　＋　ti　＋　A　）（i　一一　2c））〈i＞（e）｝

である。30行目から32行目の式から

　　　　　　　　e6（B，5）　＝i，　e3（B，5）　＝　e＊，　x6（B，5）　＝o

となり、33行目から36行目（最終行）の式を利用すると

　　　　　　　・占（B，B）＝e，・呂（B，B）＝の乙（B，B）∈（o，1）

を得る。ここで、姑（β，β）≠0，1となることに注意しよう。何故なら、談合

防止条件（CPi），（CP2）が拘束的であることから、

　　　　　s2　＝＝　s＊＋tt’AV　［x6（B，A）〈1＞（eV）一x5（B，B）¢（e一）］，

　　　　　・・一一s＊＋’罵［緬Φ（e）一　xl（爾Φ（ε）］

のように書き換えられ、垢（β，β）＝・0であれば、前者の式から82≦8＊となり、

制約条件82≧8＊が非拘束的であるという仮定に反する。また、x6（β，β）＝1
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であれば、後者の式から81＝8＊となり、この場合には制約条件81≧8＊が非

拘束的であるという仮定と矛盾してしまう。ここでケース1の条件式が何故必

要かを見てみよう。そのため、ケース1の条件式が成り立たないものとする。
このとき、堵（β，β）＝場（β，β）＝1となる9。さらにx6（β，β）＋略（β，β）＝＝1

を満たす0，1以外のどの落札確率姑（β，β），略（β，β）も最適解となり、さらに

9＜eとあることから、これら論式はそれぞれ82＜8＊，81＜s＊となり、入札

当局の参加条件を満たさなくなり矛盾が生じることになる。

　（ケース2）の証明

　ケース2の場合には、上述したように、制約条件82≧8＊，81≧8＊は拘束
的となるので、談合防止条件（（7Pi），（（7P2）は

　　一　（i－u）x6（B，　B）¢（e6（B，　B））一yx6（A，　fi）¢（e6（B，6））

　　＋　　（1－v）x杢（万，万）Φ（e塾（万，万））＋ux当（B，β）Φ（e5　（万，β））≧0　　　（opr）

　　一　　（1－y）¢9（7亨，」）Φ（e3（万，万））一〃x3（万，β）Φ（e言（万’，β））

　　＋　　（1一のx釜（B，万）Φ（e室（万’，万））＋〃xそ（万，β）Φ（e子（万’，β））≧0　　　　（OP芸）

と書き直すことができる。よって、（CP，＊），（0ぢ）を制約条件として目的関数

　　　　　　　　　　　　CWi　＋CW2　＋　（1　一　26）Wo

を最大にする入札契約を求めればよい。そこで、μ1，μ2をそれぞれ（σ群），（0ぢ）

に関する非負のラグランジュ乗数とするとうグランジュアン£はつぎのよう
に書ける。なお、定数項一（1＋λ）8＊は除外している。

L　一　C［y2｛ST一（i＋A）（5－el（i（3，6）＋zb（el（6，5）））｝xl（5，i（3）

　　＋　y2｛，S！一（i＋A）（iB－ei（6，6）＋3b（ei（6，i（3）））｝（i－xl（6，i3））

　　＋　　1！（1－Lノ）｛百一（1＋λ）（β一el（β，万）÷ψ（e｝（β，万）））｝x｝（β，万）

　　＋　　L・（1－1ノ）｛旦一（1＋λ）（万一e子（β，万）＋ψ（eそ（β，万）））

《、替“一ξ（pa　21－u））Φ（綱）｝（1一躯万））

　　＋　u（1－y）｛S7一（1＋A）（B－el（iB，6）＋th（el（B，5））

＋　Til－Tti一｛．1－p．¢（el（B，a）））｝xl（B，g）

　　＋　　zノ（1一〃）｛£一（1＋λ）（β一e釜（万，β）＋ψ（e妾（77，β）））｝（1－z｝（万，β））

　9ここでの議論は、この条件式の逆向きの不等式が成り立つことを想定している。仮に、条
件式が等号で成り立つときには、これまでの議論から、疏（凧β）∈［0，1］，坊（万，戸）∈［0，1】と

なるが、特に

　　　　　　　　　　　x6（7ii，　B）Q（e）　〉　x5（A，　B）¢（e一），

　　　　　　　　　　　xg（A，　3）¢（6）　〉　x？（A，　A）¢（e一）

を満たす球（万，戸），坊（B，　A），嬬（B，β）がすべて解となる。
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（1　一一　u）2｛S　一一（1＋λ）（万一・｝（万，万）＋ψ（・｝（万，万））

1皐λ、k¢（el　（A・　B）））｝xl（万，万）

（i　一　y）2｛，S　一　（i　＋　A）（B　一　e？　（B，　B）　＋　th（e？　（7ii，　B）））

（Ay　itL　21－1ノ　　ξ（1－1ノ））Φ（緬））｝（1一｝（万，万））］

6［y2｛ST　一　（i　＋　A）（5　一　e　3（5，　／3）　＋　th（e3（6，5）））｝x3（5，5）

y2 o，Sl　一　（i　＋　A）　（5　一　e5　（5，6）　＋　th（e5　（5，5）））｝（i　一　x3（fi，6））

y（1一〃）｛百一（1＋λ）（万一e妾（β，万）＋ψ（e塁（β，β））

1睾λ、k¢（el（β，万）））｝x3（互，万）

〃（1一の｛£一（1＋λ）（β一e｝（β，β）＋ψ（e豊（β，万）））｝（1一場（β，万））

〃（1－1ノ）｛S一（1十λ）（β一e霧（β，β）＋ψ（e萎（万，β）））｝姥（戸，β）

zノ（1－zノ）｛E一（1＋λ）（β一e杢（万，β）＋ψ（e5　（B，β）））

（Au　JtL11－zノ　　ξ（1一〃））Φ（麹））｝（1－xl（万，互））

（1一　y）2｛S　一　（1　十A）（万一e霧（B，β）＋ψ（e萎（万，万））

、全λ、≒Φ（e3　（3・　B）））｝xl（万，万）

（1一の2｛E一（1＋λ）（万一e毒（万，万）＋ψ（e豊（β，万）））

（Au　ju11－1ノ　　ξ（1一〃））Φ師））｝（・一　xl（万，万））］

（ト2ξ）［〃・
o吾吉£一・（・÷λ）（互一理＋ψ（麹）））｝麹）

〃・
os吉£一（・＋λ）囲屋，互）＋ψ（・麹）））｝（・一心（9，互））

μ（・一〃）｛≒旦一（・＋λ）（互一・乙画＋ψ（・δ（互，万）））｝砧（a，万）

〃（1一〃）｛≒旦一（・＋λ）（β一・＆（互，万）＋ψ（・3（互，万）））

（一Au　Ja21－1ノ　　　（1－2ξ）（1一〃））Φ（・＆（互，万））｝（・一柳））

ン（・一の｛5吉二一（・＋λ）（万一・目減）＋ψ（・δ（万，互）））

（一ル　　　　　μ11－u　　　（1－2ξ）（1－1ノ））Φ（・乙（万，互））｝梱

〃（1一〃）｛撃（・艇一・＆岡＋ψ（・絢））｝（・一棚）
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＋（1一の2
o箏（1＋λ）（万一・δ仰）＋ψ師）））

＋（ 一Av pa　1

＋（

　　1－1ノ　　　（1－2ξ）（1－1ノ）

＋（・一の・
o箏（・＋λ）（万一・3仰）＋ψ師））

　　一Au　L・t2

）Φ¢占仰））｝輌

1－y　（1－2e）（1一一u）

）Φ輌）｝（i　一　x6（B，　B））］
（B2）

上式は、形式的には上から’1　2行目までがσ＝1のときの期待社会厚生を、13

行目から24行目までがσ＝2のときの期待社会厚生を、25行目から最終行
（36行目）までがσ＝0のときの期待社会厚生をそれぞれ表すものとみなせ
る。したがって、それぞれのケV一一・・スでの期待社会厚生を最大にするようにす

れば良い。

［σ＝1のとき］

　命題1のときと同様、それぞれの企業が効率性パラメータをプリンシパル

に報告した後の社会厚生を最大にするように、各企業の落札確率と落札した

ときの目標努力水準を決めればよい。このことから、最適解が品質情報と企

業間の関係で対称性をもつことになるので、均衡ではμ1＝μ2とになる。そ

こで以下ではμ1＝・μ2＝μと置いて、解を求めていく。まず、上式1行目と

2行目の式から、

　　　　　　　　el（5，5）　＝　e＊　一　e？（6，6），　xl（6，5）　＝：i

となる。3行目から5行目の式を用いると

　　　　　　　el（5，B）　＝　e＊，　ei（5，B）　＝　e（pa），　xl（5，A）　一i

となる。ここで6（μ）は

δ（μ）一三｛th（e）一・＋（（、；X，）ali一の一ξ（、＋f（1一“））Φ（・）｝

を満たす。つぎに、6行目から8行目の式より、

　　　　　　　　　　　el（B，5）　＝　e，　ei（B，　6）　＝　e’

となり、落札確率xl（β，β）は

　　　　　麹）一｛1圓繕ll王1滋il

のようになる。また、9番目から12種目の式より

　　　　　　　　　　el（B，　B）　＝＝　e，　ei（B，B）　＝’　e”（pa）

となり、x｝（β，β）は後で求める。
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［σ＝2のとき］

σ＝1のときと対称的な結果になる。

［σ＝0のとき］

25回目と26行目の式から

　　　　　　　e6（P，6）　＝＝　e＊　：eg（5，5），　x6（5，5）　E　［O，　i］

となり、27行目から29行目の式を用いることにより、次式を得る。

　　　　　　　e6（5，B）　＝＝　e＊，　e3（6，B）　＝e（pa），　x　6（5，B）＝　i

ただし

e（μ）一a・g噌n｛th　（e）一・÷（（、＋茄＿）＋（、＋λ）（1≒）（、一の）Φ㈲｝

である。30行目から32行目の式から

　　　　　　　e6（B，6）　一　e（pa），　e3（A，6）　一e＊，　x　6（B，6）　＝o

となり、33行目から36行目（最終行）の式を利用すると

　　　　　　　e6（5，6）＝e（μ）＝e3（万，B），姑（万，万）∈［o，1】

を得る。

　ここで、まだ導出されていないσニ1のときの堵（万，β）とσ＝2のとき

の場（β，β）を求めよう。まず、最適解において談合防止条件は拘束的となる

ので、以上の結果から、つぎのようになる。

　　　　　　　　x6（B，　A）¢（e（ps））　＝　p　5（B，　B）¢（e一（pa））

　　　　　　　　xg（i［ii，　7ii）¢（e（pa））　一　xi（B，　A）¢（e一（pa））

さて、ラグランジュ乗数μは均衡では正となるので、e（μ）＜e（μ）が成り立

ち、他方姑（β，β）＋垢（β，β）＝1なのでこれら2式が同時に成り立っために

は、少なくとも堵（β，β）と場（β，β）のいずれかが開区間（0，1）に属さなけれ

ばならない。仮に堵（β，β）が正であるとしよう。その場合、σ＝1で両企業

とも非効率であるとき、企業1が落札したときの社会厚生

　　　　　　一＝．　．　．．．”r’　．　．．．　A　u
　　　　　　S　一　（1　＋　A）（5　一　e“　＋　zb（e“）　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢（e））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1十Al－v

と企業2が落札したときの社会厚生

　　　六一（・＋λ）（β一ε（μ）＋ψ（ε（μ））一・一一（、￥μ「ξ（1竺の）Φ（e（μ））
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が無潮ljになる必要がある。この条件を満たすμ，ゼ（μ）は先に定義されたμ（△S），

e（△S）にそれぞれ等しい。さらに、この条件を満たす6（μ）はe（△S）に一致す

る。場（β，β）が正であるときも同様な結果となる。以上より、xl（β，β），xl（万，万）

は垢（β，β）＋垢（β，β）＝1を満たす［0，1］に属する任意の姑（β，β），略（β，β）に

対して

xl（瓦万）一等ll鵠垢（A，　B）

xl（画一雛齢（B，　B）

と表される。（証明終）
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